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平成 17年度事業報告 （自：平成 17年 4月 1 日 至：平成 18年 3 月 31 日） 

 

 

Ⅰ 概況 

 

平成 17年度は、わが国の経済が企業収益の改善による設備投資の増加や個

人消費の緩やかな回復により、本格的な回復基調に転じた年であった。また

地価公示価格は、都市部の一部で上昇に転じた。年度末には日銀は量的緩和

政策を解除し、金融政策の方向転換を行った。 

その中で、不動産証券化市場は引き続き順調に拡大を続け、J-REIT、私募

ファンドともに著しい成長を遂げた。 

今年度は、第一期中期事業計画（平成 15年度～平成 17年度）「不動産証

券化市場を成長軌道に乗せる」の最終年として、第二期中期事業計画の策定

を行うとともに、以下の活動を行った。 

法制度および税制改正要望活動では、例年の要望活動に加え、信託法の改

正、金融商品取引法等の制定に対し、意見提言を行った。 

広報活動では、シンポジウム『投資立国への挑戦Ⅱ～投資マインドを育て

る～』の開催、会報『ARES』の発行のほか、ホームページの全面改訂を行

った。 

調査研究活動では、毎年行っている『機関投資家向け不動産運用に関する

アンケート調査』に加え、会員社を対象として『私募ファンド実態調査』を

アンケート形式で行った。 

出版関係では、『不動産投資法人設立と上場の手引き』、『不動産証券化

ハンドブック 2005』を発行し、また社団法人不動産協会、社団法人不動産流

通経営協会と共同で、会員向けに『不動産信託受益権販売業ハンドブック』

を作成した。 

教育事業では、会員を対象に、不動産証券化実務家養成講座の第 2回･第 3

回モニター講座を開催した。 

会員の規律保持に関する活動としては、「会員の自主行動基準」カードを

作成し、新規入会会社を中心に配布するなど、会員社への自主行動基準のさ

らなる普及･徹底を図った。 

受託事業では、官庁等から 4件の調査を受託し、報告書を作成した。 
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Ⅱ 事業内容 

 

 

１．調査研究事業 

(1)自主研究 

既設の 4研究会に加え、新たに「導管性研究会」を設置した。また、機

関投資家全体の投資行動を研究してきた「投資行動研究会」の発展的後継

機関として「年金の不動産運用を語る会」を設置した。 

①投資行動研究会・年金の不動産運用を語る会 

  本年度も『機関投資家向け不動産運用に関するアンケート調査』を実施

し、機関投資家の拡大策に関する研究を行った。 

  また、研究会報告書（平成 17 年 9月発行）の提言に基づき、9月 12日

に第 1回年金フォーラムを開催した。参加者は 192名であった。 

当該フォーラムにおいては様々な問題提起が行われたが、その結果を踏

まえ、年金基金と当協会会員が定期的に意見交換する場として「投資行動

研究会」を「年金の不動産運用を語る会」に改組した。 

②J-REIT商品特性研究会 

   平成 17年度は、前年度までの研究を継続し、J-REITのリスク・リター

ン特性の実証分析の結果（「レジーム･スイッチング･モデルによる J-REIT

リターンの分析」）をまとめて会報誌『ARES』No.18に掲載するとともに、

J-REIT Viewにおいても公表した。 

 ③投資法人設立手引き研究会 

平成 17年 5月、J-REIT市場の普及拡大のため、新規参入検討者の参考

に資する書籍として、『不動産投資法人（J-REIT）設立と上場の手引き』

を作成、出版した。 

 ④不動産開発事業ファイナンス研究会 

本研究会は、平成 17 年度に開発型証券化を活用した不動産開発事業の

事業スキーム、ファイナンス、リスク分担の方法等について、不動産プレ

イヤーと金融プレイヤーが研究会活動を通じて相互理解を深めることを

目的に設置された。全 3回の討議の結果を平成 17 年 8月に報告書として

取りまとめ、終了した。 

 ⑤導管性研究会 

   不動産ビークルの導管性要件に関して、諸外国での導入理由を政治的・

経済的背景まで掘り下げて把握するとともに、わが国の導管性要件を諸外 

国制度と比較して遜色のないものとすることを目的として、研究会を新設
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した。平成 17 年度は事務局が主体となって、米国 REIT の宥恕規定等の

資料を整理し、税制改正要望に活用した。本格的研究活動は平成 18 年度

から行う。 

 

(2)調査提言 

①法制度改善・税制改正要望活動 

   「制度委員会」(7回)「税務･会計委員会」(9回)を中心に、『平成 18年

度不動産証券化に関する制度改善要望』『平成 18年度不動産証券化に関す

る税制改正要望』を取りまとめ、7月に関係諸機関に提出した。その後、堅

実な要望実現活動を展開した結果、各々一定の改正成果をみた。 

   また、信託法の改正、金融商品取引法の制定に対し、意見書を関係官庁

等に提出し、積極的な働きかけを行った。 

   会計制度に関しても、日本公認会計士協会に対し、「特別目的会社を利

用した取引に関する監査上の留意点についての Q&A（公開草案）」に関す

る意見書を提出した。 

   「不動産特定共同事業法制度見直しに関する検討委員会」の後継委員会

である「不動産投資ビークルのあり方に関する検討委員会」(2回)では、会

社法施行後の TK-YK スキームに替わる投資ビークル等について検討を行

った。 

②市場インフラ整備 

 引き続き「市場整備委員会」(10 回)で、不動産証券化市場に関する各種

データ整備のあり方等を検討した。 

   また、ホームページのコンテンツ「J-REIT View」拡充計画項目の一つ

である「ARES J-REIT Property Database」の公表（平成 18年 4 月予定）

に当たり、データ収集の協力依頼及び不動産投資インデックスに関する意

見交換の場として、会員以外のメンバーも含めた J-REIT 運用会社による

「J-REITワーキンググループ」を新たに設置した。 

③情報収集発信 

私募ファンド市場の実態把握のために、会員社を対象に第 1回『私募フ

ァンド実態調査』を実施した。調査結果は平成 18年 4月公表の予定である。 

また、毎年継続している不動産証券化に関するデータ集『不動産証券化

ハンドブック 2005』を平成 17年 7月に発行した。 
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２．広報教育啓発事業 

(1)広報活動 

①対外広報活動 

  平成 17 年度も対外広報活動を積極的に展開し、不動産証券化市場のデ

ータを提供するなどマスコミ関係者に対する認知に努めた。また、理事会

終了後には定例記者懇談会も開催した。 

②会報『ARES』 

  会報『ARES』（隔月刊）第 15 号～第 20号を発行した。 

③シンポジウム 

  平成 17 年 10 月 12 日、よみうりホールにて『投資立国への挑戦Ⅱ～投

資マインドを育てる～』を総合テーマとしてシンポジウムを開催、約 680

名の参加を得た。 

④ホームページ 

全面改訂を行い、平成 18年 3月に新サイトを公表した。 

 

(2)研修活動 

①不動産証券化基礎講座 

  平成 17 年 4 月 25 日、5 月 16 日、23 日の 3 日間、会員社社員のうち、

特に新規に不動産証券化部門に配属された社員を主たる対象として『不動

産証券化基礎講座第 6期』を開催した。参加者は 406名であった。 

②実務研修会 

  定例の実務研修会 13 回を開催した（うち１回は社団法人不動産協会、

財団法人土地総合研究所との共催）。 

 ③信託受益権販売業務および信託関係法令に関する知識習得研修会 

   平成 16 年度に引き続き、社団法人不動産協会並びに社団法人不動産流

通経営協会と共催で、『信託受益権販売業務および信託関係法令に関する

知識習得研修会』を東京で 3 回、大阪で 1 回開催した。参加者は合計で約

1,000名であった。 

 また、当該研修会のテキストとして「不動産信託受益権販売業ハンドブ

ック」を会員向けに発行した。 

 

(3)委員会活動 

平成 17年度は、協会の広報活動計画の策定･検討を行う「広報委員会」

（2 回）と不動産証券化の最新動向を把握のための「市場動向委員会」(5

回)を引き続き開催した。 
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(4)教育 

  平成 16 年度に設置した「教育プログラム推進委員会」の後継委員会と

して、マスター資格制度の制度設計と運営を行う「教育･資格制度委員会」

（11回）を設置した。また、マスター養成講座のカリキュラム･教材･試験

問題の検討は、当該委員会の下部機関である「カリキュラム小委員会」(本

会 1回、5つの分科会各 1回)（前年度のテキストワーキンググループを改

組）で行った。 

平成 18年度の一般公開に向け、平成 17 年度も会員社社員（正会員並び

に賛助会員）を対象として、『第 2回･第 3回不動産証券化実務家養成講座』

を開催した。参加者は 672名で、うち 622名に修了認定書を交付した。 

 

(5)苦情相談 

   平成 17 年度の苦情相談室における苦情相談の受付結果は、苦情 1 件、

相談他 3件の計 4件であった。 

 

３．受託業務事業 

   国土交通省等より、4 件の調査を受託し、いずれも年度内に報告書を作

成、提出した。 

 

４．その他 

(1)他団体との連携 

   法制度改善要望、税制改正要望については、社団法人日本経済団体連合

会、社団法人不動産協会、社団法人投資信託協会をはじめとする各団体と

連携して実現に努めた。 

   また、平成 16 年度に引き続き、会員の研修活動についても不動産関係

の諸団体と共催するなど、連携を深めた。 

 

(2)各種会議への参加 

   平成 17年度も関係省庁等の主催する各種会議に委員として参加した。 

・ 金融庁：金融審議会金融分科会第一部会 

・ 国土交通省：社会資本整備審議会産業分科会不動産部会 

・ 国土交通省：国土審議会土地政策分科会企画部会不動産投資市場検討

小委員会 

・ 金融広報中央委員会（事務局：日本銀行） 

・ 金融トラブル連絡調整協議会（事務局：金融庁） 
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・ 国土交通省：土地市場動向検討委員会 

・ 財団法人不動産適正取引推進機構：評議会 

・ 財団法人不動産適正取引推進機構：不動産取引と信託法制に関する研

究会 

・ 東京消防庁：火災予防審議会人命安全対策部会 

 

(3)会員の規律保持 

「会員の自主行動基準」の周知徹底を目的として、「会員の自主行動基

準」カードを作成し、新会員との懇親会等で配布した。 

また、「規律委員会」を平成 18 年 1月に開催した。 

 

(4)協会運営体制 

   協会運営のために、｢理事会｣(6 回)、｢運営委員会｣(6 回)、｢企画委員会｣

（全体会 2回、正副委員長会議 6回）を定期的に開催した。 

 

(5)会員の異動 

年度中の会員の異動は正会員の入会が 12社（賛助会員からの変更含む）

退会が 1 社で、正会員数は 82 社となった。また、賛助会員への入会は 37

社、正会員への変更が 2社で、賛助会員数は 149社となった。 

この結果、3月末日現在の会員総数は 231社となっている。 

 

平成 17年度会員入退会一覧 

◎正会員（平成 16 年度末：71 社） 
入会年月日 入会及び賛助会員からの変更 退会 正会員数 
H17/4/22 ㈱あおぞら銀行 

パシフィックマネジメント㈱ 
山田建設㈱ 
㈱大京 

 

75 

H17/7/7 野村不動産アーバンネット㈱ 
サンフロンティア不動産㈱ 
積水ハウス㈱ 

 
78 

H17/9/30  UFJ 信託銀行㈱ 77 

H18/1/19 三井不動産投資顧問㈱ 
グローバル･アライアンス･リアルティ㈱ 
三菱 UFJ 証券㈱ 
みずほ信託銀行㈱ 

 

81 

H18/2/23 ジャパンエクセレントアセットマネジメント㈱  82 

※ 平成 17 年度末：82 社(前年度末比 11 社増) 
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◎賛助会員（平成 16年度末：114社） 
入退会 
年月日 

入会 
退会及び正会員への
変更 

賛助会員数 

H17/4/22 タッチストーン･インベストメント･マネ
ージメント㈱（現：タッチストーン・キャ
ピタル証券㈱） 
オークラヤ不動産㈱ 
税理士法人 平成会計社 
㈱シンプレクス･インベストメント･アド
バイザーズ 
㈱チヨダイーエヌワイ 
㈱フレッグインターナショナル 
エムワイ総合企画㈱ 
㈱ミューチアル･リンクス 
セガサミー･アセットマネジメント㈱ 
㈱エムケーキャピタルマネージメント 
㈱ディックスクロキ 
㈱エフ･アール･シー･ジャパン 
ケネディクス･リート･マネジメント㈱ 
三井物産ロジスティクス･パートナーズ㈱ 
トップリート･アセットマネジメント㈱ 

㈱あおぞら銀行 128 

H17/7/7 ジョーンズ ラング ラサール㈱ 
クリード･リート･アドバイザーズ㈱ 
㈱ゼファー不動産投資顧問 
三菱信不動産販売㈱（現：三菱 UFJ 不動
産販売） 
アルファ･トラスト･リアルティ･アドバイ
ザーズ㈱ 
西村ときわ法律事務所 

 134 

H17/9/6 協同組合 都市設計連合 
㈱大京住宅流通 
㈱パワーマネージメント 
サムティ㈱ 
トーホー･リアルティ･マネジメント㈱ 
外国法共同事業法律事務所 リンクレー
ターズ 
ムーディーズ･ジャパン㈱ 
日本政策投資銀行 

 142 

H18/1/19 ㈱ASK PLANNING CENTER 
阪急インベストメント･パートナーズ㈱ 
㈱イー･アール･エス 
㈱ジョイント･キャピタル･パートナーズ 
㈱ケーピーエムジーエフエーエス 
ADインベストメント･マネジメント㈱ 

グローバル･アライア
ンス･リアルティ㈱ 

147 

H18/2/23 TMI 総合法律事務所 
㈱三井不動産アコモデーションファンド
マネジメント 

 
 

149 

※平成 17 年度末：149 社(前年度末比 35 社増) 
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なお、下記のとおり、会員名の変更があった。 
変更年月日 新名称 旧名称 
平成 17年 4月1日 渥美総合法律事務所･外国法共同事業 渥美総合法律事務所 
平成 17年 5月1日 ケネディクス株式会社 ケネディ･ウィルソン･ジャパン

株式会社 
平成 17年 5月25日 アメリカン･アプレーザル･ジャパン

株式会社 
株式会社 インターリスク総研 

平成 17年10月 1日 三菱UFJ信託銀行株式会社 三菱信託銀行株式会社 
UFJ信託銀行株式会社 

平成 17年10月 1日 三菱UFJ不動産販売株式会社 三菱信不動産販売株式会社 
平成17年11月18日 タッチストーン･キャピタル証券株式

会社 
タッチストーン･インベストメン
ト･マネージメント株式会社 

 

(6)その他 

①個人情報保護体制の整備 

   平成 18 年度には当協会が「個人情報取扱事業者」となることが予想さ

れるため、管理体制･規則等必要な体制整備を行った。 

 ②事務所の移転 

平成 17年 6月末に第 16興和ビル館内で南館 4階から北館 1階への事務

局事務所移転を行った。 

 

 

以 上 


